
JP 4404853 B2 2010.1.27

10

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
バックライト光源、光拡散板、光線調節フィルムおよび液晶パネルを含んでなる、直下型
バックライト式液晶表示装置であり、光拡散板が、
（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）８０～９９．９９５重量％および
（Ｂ）平均粒径が０．０１～５０μｍの架橋シリコーン粒子または架橋アクリル粒子であ
る高分子微粒子（Ｂ成分）０．００５～２０重量％、並びに
Ａ成分およびＢ成分の合計１００重量部に対し、
（Ｃ）トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）と、
下記一般式（２－１）で表されるホスファイト化合物および／または下記一般式（２－２
）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）並びに下記一般式（３－１）で表される
ホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）からなる群より選ばれる少なくとも一種とからなる熱
安定剤（Ｃ成分）０．００１～５重量部、ただしＣ－１成分の量は０．００１～３重量部
である、



(2) JP 4404853 B2 2010.1.27

10

20

30

40

50

【化１】

（式中Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、置換若しくは非置
換の炭素数６～３０のアリール基、置換若しくは非置換の炭素数７～３０のアラルキル基
、置換若しくは非置換の炭素数４～２０のシクロアルキル基または炭素数１５～２５の２
－（４－オキシフェニル）プロピル置換アリール基を表す。）
【化２】

（式中、Ａｒ２は互いに同一若しくは異なり、２～４個のアルキル基により置換された炭
素数８～２０のアリール基を表す。）
【化３】

（式中、Ａｒ３は互いに同一または異なり、非置換若しくはアルキル基により置換された
炭素数６～２０のアリール基を表す。）
（Ｄ）ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤およびベンゾ
オキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少なくとも一種の紫外線吸収剤（Ｄ成
分）０．０１～２重量部、および
（Ｅ）ベンゾオキサゾール系蛍光増白剤およびクマリン系蛍光増白剤からなる群より選ば
れる少なくとも一種の蛍光増白剤（Ｅ成分）０．０００１～３重量部を含有し、
（Ｆ）ヒンダードフェノール化合物（Ｆ成分）の含有量が０．００１重量部未満である組
成物から形成される直下型バックライト式液晶表示装置。
【請求項２】
高分子微粒子（Ｂ成分）の屈折率と、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）の屈折率と
の差の絶対値が０．０２～０．３である請求項１記載の装置。
【請求項３】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部および一般式（２－１）で表されるペンタエリスリトールジホスファイト
化合物（Ｃ－２成分）０．００２～３重量部を含有する請求項１記載の装置。
【請求項４】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部、および一般式（２－２）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）
０．００２～３重量部を含有する請求項１記載の装置。
【請求項５】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
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０１～３重量部、および一般式（３－１）で表されるホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）
０．０００１～１．０重量部を含有する請求項１記載の装置。
【請求項６】
光拡散板は、厚みが０．５～１０ｍｍである請求項１記載の装置。
【請求項７】
（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）８０～９９．９９５重量％および
（Ｂ）平均粒径が０．０１～５０μｍの架橋シリコーン粒子または架橋アクリル粒子であ
る高分子微粒子（Ｂ成分）０．００５～２０重量％、並びに
Ａ成分およびＢ成分の合計１００重量部に対し、
（Ｃ）トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）と、
下記一般式（２－１）で表されるホスファイト化合物および／または下記一般式（２－２
）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）並びに下記一般式（３－１）で表される
ホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）からなる群より選ばれる少なくとも一種とからなる熱
安定剤（Ｃ成分）０．００１～５重量部、ただしＣ－１成分の量は０．００１～３重量部
である、
【化４】

（式中Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、置換若しくは非置
換の炭素数６～３０のアリール基、置換若しくは非置換の炭素数７～３０のアラルキル基
、置換若しくは非置換の炭素数４～２０のシクロアルキル基または炭素数１５～２５の２
－（４－オキシフェニル）プロピル置換アリール基を表す。）
【化５】

（式中、Ａｒ２は互いに同一若しくは異なり、２～４個のアルキル基により置換された炭
素数８～２０のアリール基を表す。）

【化６】

（式中、Ａｒ３は互いに同一または異なり、非置換若しくはアルキル基により置換された
炭素数６～２０のアリール基を表す。）
（Ｄ）ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤およびベンゾ
オキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少なくとも一種の紫外線吸収剤（Ｄ成
分）０．０１～２重量部、および
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（Ｅ）ベンゾオキサゾール系蛍光増白剤およびクマリン系蛍光増白剤からなる群より選ば
れる少なくとも一種の蛍光増白剤（Ｅ成分）０．０００１～３重量部を含有し、
（Ｆ）ヒンダードフェノール化合物（Ｆ成分）の含有量が０．００１重量部未満である組
成物から形成される直下型バックライト用光拡散板。
【請求項８】
高分子微粒子（Ｂ成分）の屈折率と、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）の屈折率と
の差の絶対値が０．０２～０．３である請求項７記載の光拡散板。
【請求項９】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部および一般式（２－１）で表されるペンタエリスリトールジホスファイト
化合物（Ｃ－２成分）０．００２～３重量部を含有する請求項７記載の光拡散板。
【請求項１０】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部、および一般式（２－２）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）
０．００２～３重量部を含有する請求項７記載の光拡散板。
【請求項１１】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部、および一般式（３－１）で表されるホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）
０．０００１～１．０重量部を含有する請求項７記載の光拡散板。
【請求項１２】
厚みが０．５～１０ｍｍである請求項７記載の光拡散板。
【請求項１３】
バックライト光源、光拡散板、光線調節フィルムおよび液晶パネルを含んでなり、光拡散
板のバックライト光源側あるいは光拡散板の両面に保護膜を有する直下型バックライト式
液晶表示装置であり、光拡散板が、
（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）８０～９９．９９５重量％および
（Ｂ）平均粒径が０．０１～５０μｍの架橋シリコーン粒子または架橋アクリル粒子であ
る高分子微粒子（Ｂ成分）０．００５～２０重量％、並びに
Ａ成分およびＢ成分の合計１００重量部に対し、
（Ｃ）トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）と、
下記一般式（２－１）で表されるホスファイト化合物および／または下記一般式（２－２
）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）並びに下記一般式（３－１）で表される
ホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）からなる群より選ばれる少なくとも一種とからなる熱
安定剤（Ｃ成分）０．００１～５重量部、ただしＣ－１成分の量は０．００１～３重量部
である、
【化７】

（式中Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、置換若しくは非置
換の炭素数６～３０のアリール基、置換若しくは非置換の炭素数７～３０のアラルキル基
、置換若しくは非置換の炭素数４～２０のシクロアルキル基または炭素数１５～２５の２
－（４－オキシフェニル）プロピル置換アリール基を表す。）
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【化８】

（式中、Ａｒ２は互いに同一若しくは異なり、２～４個のアルキル基により置換された炭
素数８～２０のアリール基を表す。）
【化９】

（式中、Ａｒ３は互いに同一または異なり、非置換若しくはアルキル基により置換された
炭素数６～２０のアリール基を表す。）
（Ｄ）ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤およびベンゾ
オキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少なくとも一種の紫外線吸収剤（Ｄ成
分）０～０．５重量部、および
（Ｅ）ベンゾオキサゾール系蛍光増白剤およびクマリン系蛍光増白剤からなる群より選ば
れる少なくとも一種の蛍光増白剤（Ｅ成分）０．０００１～３重量部を含有し、
（Ｆ）ヒンダードフェノール化合物（Ｆ成分）の含有量が０．００１重量部未満である組
成物から形成され、
　保護膜は紫外線吸収剤（Ｄｐ成分）を０．１～５０重量％含有する厚さ０．１～５００
μｍの有機高分子膜である直下型バックライト式液晶表示装置。
【請求項１４】
高分子微粒子（Ｂ成分）の屈折率と、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）の屈折率と
の差の絶対値が０．０２～０．３である請求項１３記載の装置。
【請求項１５】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部および一般式（２－１）で表されるペンタエリスリトールジホスファイト
化合物（Ｃ－２成分）０．００２～３重量部を含有する請求項１３記載の装置。
【請求項１６】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部、および一般式（２－２）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）
０．００２～３重量部を含有する請求項１３記載の装置。
【請求項１７】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部、および一般式（３－１）で表されるホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）
０．０００１～１．０重量部を含有する請求項１３記載の装置。
【請求項１８】
光拡散板は、厚みが０．５～１０ｍｍである請求項１３記載の装置。
【請求項１９】
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保護膜を構成する有機高分子が、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリエチレン樹
脂またはポリエステル樹脂である請求項１３記載の装置。
【請求項２０】
保護膜中の紫外線吸収剤（Ｄｐ成分）が、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリア
ゾール系紫外線吸収剤およびベンゾオキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少
なくとも一種の紫外線吸収剤である請求項１３記載の装置。
【請求項２１】
光拡散板のバックライト光源側あるいは両面に保護膜を有し、光拡散板が、
（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）８０～９９．９９５重量％および
（Ｂ）平均粒径が０．０１～５０μｍの架橋シリコーン粒子または架橋アクリル粒子であ
る高分子微粒子（Ｂ成分）０．００５～２０重量％、並びに
Ａ成分およびＢ成分の合計１００重量部に対し、
（Ｃ）トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）と、
下記一般式（２－１）で表されるホスファイト化合物および／または下記一般式（２－２
）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）並びに下記一般式（３－１）で表される
ホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）からなる群より選ばれる少なくとも一種とからなる熱
安定剤（Ｃ成分）０．００１～５重量部、ただしＣ－１成分の量は０．００１～３重量部
である、
【化１０】

（式中Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、置換若しくは非置
換の炭素数６～３０のアリール基、置換若しくは非置換の炭素数７～３０のアラルキル基
、置換若しくは非置換の炭素数４～２０のシクロアルキル基または炭素数１５～２５の２
－（４－オキシフェニル）プロピル置換アリール基を表す。）
【化１１】

（式中、Ａｒ２は互いに同一若しくは異なり、２～４個のアルキル基により置換された炭
素数８～２０のアリール基を表す。）
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【化１２】

（式中、Ａｒ３は互いに同一または異なり、非置換若しくはアルキル基により置換された
炭素数６～２０のアリール基を表す。）
（Ｄ）ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤およびベンゾ
オキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少なくとも一種の紫外線吸収剤（Ｄ成
分）０～０．５重量部、および
（Ｅ）ベンゾオキサゾール系蛍光増白剤およびクマリン系蛍光増白剤からなる群より選ば
れる少なくとも一種の蛍光増白剤（Ｅ成分）０．０００１～３重量部を含有し、
（Ｆ）ヒンダードフェノール化合物（Ｆ成分）の含有量が０．００１重量部未満である組
成物から形成され、
　保護膜は紫外線吸収剤（Ｄｐ成分）を０．１～５０重量％含有する厚さ０．１～５００
μｍの有機高分子膜である直下型バックライト用光拡散板。
【請求項２２】
高分子微粒子（Ｂ成分）の屈折率と、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）の屈折率と
の差の絶対値が０．０２～０．３である請求項２１記載の光拡散板。
【請求項２３】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部および一般式（２－１）で表されるペンタエリスリトールジホスファイト
化合物（Ｃ－２成分）０．００２～３重量部を含有する請求項２１記載の光拡散板。
【請求項２４】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部、および一般式（２－２）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）
０．００２～３重量部を含有する請求項２１記載の光拡散板。
【請求項２５】
該組成物が、熱安定剤（Ｃ成分）として、トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）０．０
０１～３重量部、および一般式（３－１）で表されるホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）
０．０００１～１．０重量部を含有する請求項２１記載の光拡散板。
【請求項２６】
厚みが０．５～１０ｍｍである請求項２１記載の光拡散板。
【請求項２７】
保護膜を構成する有機高分子が、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリエチレン樹
脂またはポリエステル樹脂である請求項２１記載の光拡散板。
【請求項２８】
保護膜中の紫外線吸収剤（Ｄｐ成分）が、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリア
ゾール系紫外線吸収剤およびベンゾオキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少
なくとも一種の紫外線吸収剤である請求項２１記載の光拡散板。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、溶融滞留時の変色が抑制され、熱および光に曝されても優れた色調を保持す
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るとともに、使用する熱安定剤を最適化し光吸収を最小限に抑制することで輝度を向上さ
せたポリカーボネート樹脂組成物から形成される直下型バックライト用光拡散板およびそ
れを用いた液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶テレビなど種々の液晶ディスプレイの光源として使用されているバックライトユニ
ットの構成要素の一部である光拡散板においては、アクリル樹脂やポリカーボネート樹脂
をマトリックス樹脂に使用し、そこに種々の光拡散剤を添加した樹脂組成物より形成され
る光拡散板が使用されている。
　近年１５～３９インチと大型化してきている液晶テレビなどの液晶ディスプレイでは面
積の増大により直下型バックライト方式が主流になりつつある。
　アクリル樹脂製の光拡散板は、吸湿性が高く且つ耐熱性に劣るため大型化による影響を
受けやすい。そのためこの用途にアクリル樹脂製の光拡散板を用いると、使用環境条件の
変化により光拡散板のソリが大きくなる傾向があった。そのため、光拡散板が液晶板に接
触するという重大な欠陥が発生するという問題があった。
【０００３】
　これに対してポリカーボネート樹脂製光拡散板は、吸湿性、耐熱性、機械的特性、耐候
性に優れており、高い光線透過率を備えていることから、かかる用途に好適に使用される
。
　ポリカーボネート樹脂に対して、一般的に使用される光拡散剤としては、架橋構造を有
する有機系粒子がある。さらに詳しくは架橋アクリル系粒子、架橋シリコン系粒子などが
ポリカーボネート樹脂との屈折率差の観点から好適に使用されている。
【０００４】
　ここで、液晶バックライト用途に使用する光拡散板において、最も重要な特性の一つに
輝度が挙げられる。輝度とは、一般的には、我々が視覚として感じる明るさのことであり
、光の強さと色度（白さ）の相関として考えられている。したがって、光拡散板内での光
吸収による透過光量の低下により輝度は低下し、また光拡散板の黄変によっても輝度は低
下することとなる。ポリカーボネート樹脂はアクリル樹脂に比べ輝度が劣るためその改善
が求められている。
　一般的に知られているように、ポリカーボネート樹脂は、その製造過程（反応、パウダ
ー化、乾燥、ペレット化など）において熱履歴を受けることによって黄変し易い。さらに
光拡散性を発現するために光拡散剤を添加するが、成形時などに光拡散剤自体が黄変した
り、あるいはマトリックス樹脂の黄変を誘発する。
　光拡散剤を配合したポリカーボネート樹脂組成物の熱安定性を改良する方法としてはい
くつか開示されている。例えば、特許文献１にはポリカーボネート樹脂にホスフィン化合
物およびヒンダードフェノール系酸化防止剤を配合することにより有機光拡散剤を使用し
た場合においてもポリカーボネート樹脂の黄変を防止することが記載されている。
【０００５】
　特許文献２には光拡散剤を含むポリカーボネート樹脂に安定剤として有機ホスファイト
化合物やヒンダードフェノールを使用することが記載されている。
　また、特許文献３には光拡散剤を含むポリカーボネート樹脂にホスホネート化合物、ト
リメチルホスフェートおよびヒンダードフェノールを配合した組成物は熱や湿気による変
色が抑制されることが記載されている。
　また特許文献４には光拡散剤を含むポリカーボネート樹脂にホスホネート化合物、トリ
アルキルホスフェート、ペンタエリスリトールジホスファイトおよびヒンダードフェノー
ルを配合した組成物は熱による変色が抑制されることが記載されている。
【０００６】
　しかしながら、上述の特許文献１～４に記載のポリカーボネート樹脂組成物は、基本的
にはポリカーボネート樹脂の変色防止という観点のみから到達した技術である。よって変
色防止の効果はあるものの、種々の安定剤、添加剤の配合することにより光吸収種も増加
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させることとなり、光拡散板として用いた場合、透過光量の低下を引き起こすことになる
。
　輝度向上の方法としては上述したとおり、光拡散板内での光吸収を抑制し、且つ黄変な
どの変色を抑制することが必要となる。すなわち、変色防止と光吸収の抑制によってさら
に輝度を向上させた直下型バックライト用光拡散板が求められている。
【特許文献１】特開平０７－１３８４６４号公報
【特許文献２】特開平０７－１４９９９５号公報
【特許文献３】特開２００１－２１４０４９号公報
【特許文献４】特開２００１－３２３１４９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、高い光拡散性を有し、変色が抑制され、熱および光に曝されても優れ
た色調を保持し、アクリル樹脂と比較しても遜色ない高い輝度を有する直下型バックライ
ト用光拡散板を提供することにある。また本発明の目的は、かかる光拡散板を含む直下型
バックライト式液晶表示装置を提供することにある。
【０００８】
　本発明者は、上記目的を達成すべく鋭意研究を重ねた結果、（Ａ）芳香族ポリカーボネ
ート樹脂と（Ｂ）高分子微粒子とからなる組成物に、（Ｃ）熱安定剤、（Ｄ）紫外線吸収
剤および（Ｅ）蛍光増白剤を特定量含有させた樹脂組成物を見出した。
【０００９】
　本発明者は、かかるポリカーボネート樹脂組成物の溶融滞留時の変色が抑制されること
、またかかる樹脂組成物は熱および光に曝されても優れた色調を保持するとともに、光吸
収を最小限に抑制することができることを見出した。
【００１０】
　さらに本発明者は、該樹脂組成物からなるバックライト用光拡散板の輝度が向上するこ
とを見出し、本発明に到達した。
【００１１】
　すなわち本発明は、芳香族ポリカーボネート樹脂と高分子微粒子との組成物に配合する
熱安定剤、紫外線吸収剤、蛍光増白剤およびヒンダードフェノール化合物の種類や配合量
を最適化することで上記効果を得ることを特徴とする。
　かかる効果を発揮する原因は特定されていないが以下のように予想される。すなわち、
芳香族ポリカーボネート樹脂に各種の高分子微粒子を添加した組成物が溶融成形や長時間
光源の熱などの熱負荷を受けた場合、高分子微粒子の耐熱安定性に起因する変質が生じ、
それが因子となり芳香族ポリカーボネート樹脂の変質も加速されているものと考えられる
。
　例えば生成したラジカルが芳香族ポリカーボネート樹脂の異性化反応を促進することな
どが考えられる。更に高分子微粒子が乳化重合法で製造される場合、乳化重合において使
用される乳化剤等の残留物が溶融成形時や熱に曝された時の変質を促進しているものと考
えられる。
　したがって、本発明における特定の熱安定剤の組み合わせは、単に芳香族ポリカーボネ
ート樹脂のそれらの因子により生ずる変質を抑制するのみではなく、高分子微粒子自体の
変質を抑制し、高分子微粒子中に含有される不純物が変質を促進させない作用を発揮する
と予想される。また、ホスフェート系熱安定剤、ホスファイト系熱安定剤、ホスホナイト
系熱安定剤は前述の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物の黄変防止効果と共に光吸収能が
小さいため光拡散板として使用した際に高輝度を維持するものと考えられる。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　すなわち、本発明によれば、バックライト光源、光拡散板、光線調節フィルムおよび液
晶パネルを含んでなる、直下型バックライト式液晶表示装置であり、光拡散板が、
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（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）８０～９９．９９５重量％および
（Ｂ）平均粒径が０．０１～５０μｍの架橋シリコーン粒子または架橋アクリル粒子であ
る高分子微粒子（Ｂ成分）０．００５～２０重量％、並びに
Ａ成分およびＢ成分の合計１００重量部に対し、
（Ｃ）トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）と、
下記一般式（２－１）で表されるホスファイト化合物および／または下記一般式（２－２
）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）並びに下記一般式（３－１）で表される
ホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）からなる群より選ばれる少なくとも一種とからなる熱
安定剤（Ｃ成分）０．００１～５重量部、ただしＣ－１成分の量は０．００１～３重量部
である、
【００１３】
【化１】

【００１４】
（式中Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、置換若しくは非置
換の炭素数６～３０のアリール基、置換若しくは非置換の炭素数７～３０のアラルキル基
、置換若しくは非置換の炭素数４～２０のシクロアルキル基または炭素数１５～２５の２
－（４－オキシフェニル）プロピル置換アリール基を表す。）
【００１５】

【化２】

【００１６】
（式中、Ａｒ２は互いに同一若しくは異なり、２～４個のアルキル基により置換された炭
素数８～２０のアリール基を表す。）
【００１７】

【化３】

【００１８】
（式中、Ａｒ３は互いに同一または異なり、非置換若しくはアルキル基により置換された
炭素数６～２０のアリール基を表す。）
（Ｄ）ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤およびベンゾ
オキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少なくとも一種の紫外線吸収剤（Ｄ成
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（Ｅ）ベンゾオキサゾール系蛍光増白剤およびクマリン系蛍光増白剤からなる群より選ば
れる少なくとも一種の蛍光増白剤（Ｅ成分）０．０００１～３重量部を含有し、
（Ｆ）ヒンダードフェノール化合物（Ｆ成分）の含有量が０．００１重量部未満である組
成物から形成される直下型バックライト式液晶表示装置が提供される。
【００１９】
　また、本発明によれば、（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）８０～９９．９
９５重量％および
（Ｂ）平均粒径が０．０１～５０μｍの架橋シリコーン粒子または架橋アクリル粒子であ
る高分子微粒子（Ｂ成分）０．００５～２０重量％、並びに
Ａ成分およびＢ成分の合計１００重量部に対し、
（Ｃ）トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）と、
下記一般式（２－１）で表されるホスファイト化合物および／または下記一般式（２－２
）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）並びに下記一般式（３－１）で表される
ホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）からなる群より選ばれる少なくとも一種とからなる熱
安定剤（Ｃ成分）０．００１～５重量部、ただしＣ－１成分の量は０．００１～３重量部
である、
【００２０】
【化４】

【００２１】
（式中Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、置換若しくは非置
換の炭素数６～３０のアリール基、置換若しくは非置換の炭素数７～３０のアラルキル基
、置換若しくは非置換の炭素数４～２０のシクロアルキル基または炭素数１５～２５の２
－（４－オキシフェニル）プロピル置換アリール基を表す。）
【００２２】

【化５】

【００２３】
（式中、Ａｒ２は互いに同一若しくは異なり、２～４個のアルキル基により置換された炭
素数８～２０のアリール基を表す。）
【００２４】
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【００２５】
（式中、Ａｒ３は互いに同一または異なり、非置換若しくはアルキル基により置換された
炭素数６～２０のアリール基を表す。）
（Ｄ）ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤およびベンゾ
オキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少なくとも一種の紫外線吸収剤（Ｄ成
分）０．０１～２重量部、および
（Ｅ）ベンゾオキサゾール系蛍光増白剤およびクマリン系蛍光増白剤からなる群より選ば
れる少なくとも一種の蛍光増白剤（Ｅ成分）０．０００１～３重量部を含有し、
（Ｆ）ヒンダードフェノール化合物（Ｆ成分）の含有量が０．００１重量部未満である組
成物から形成される直下型バックライト用光拡散板が提供される。
　また、本発明によれば、バックライト光源、光拡散板、光線調節フィルムおよび液晶パ
ネルを含んでなり、光拡散板のバックライト光源側あるいは光拡散板の両面に保護膜を有
する直下型バックライト式液晶表示装置であり、光拡散板が、
（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）８０～９９．９９５重量％および
（Ｂ）平均粒径が０．０１～５０μｍの架橋シリコーン粒子または架橋アクリル粒子であ
る高分子微粒子（Ｂ成分）０．００５～２０重量％、並びに
Ａ成分およびＢ成分の合計１００重量部に対し、
（Ｃ）トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）と、
下記一般式（２－１）で表されるホスファイト化合物および／または下記一般式（２－２
）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）並びに下記一般式（３－１）で表される
ホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）からなる群より選ばれる少なくとも一種とからなる熱
安定剤（Ｃ成分）０．００１～５重量部、ただしＣ－１成分の量は０．００１～３重量部
である、
【化１３】

（式中Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、置換若しくは非置
換の炭素数６～３０のアリール基、置換若しくは非置換の炭素数７～３０のアラルキル基
、置換若しくは非置換の炭素数４～２０のシクロアルキル基または炭素数１５～２５の２
－（４－オキシフェニル）プロピル置換アリール基を表す。）
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【化１４】

（式中、Ａｒ２は互いに同一若しくは異なり、２～４個のアルキル基により置換された炭
素数８～２０のアリール基を表す。）
【化１５】

（式中、Ａｒ３は互いに同一または異なり、非置換若しくはアルキル基により置換された
炭素数６～２０のアリール基を表す。）
（Ｄ）ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤およびベンゾ
オキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少なくとも一種の紫外線吸収剤（Ｄ成
分）０～０．５重量部、および
（Ｅ）ベンゾオキサゾール系蛍光増白剤およびクマリン系蛍光増白剤からなる群より選ば
れる少なくとも一種の蛍光増白剤（Ｅ成分）０．０００１～３重量部を含有し、
（Ｆ）ヒンダードフェノール化合物（Ｆ成分）の含有量が０．００１重量部未満である組
成物から形成され、
　保護膜は紫外線吸収剤（Ｄｐ成分）を０．１～５０重量％含有する厚さ０．１～５００
μｍの有機高分子膜である直下型バックライト式液晶表示装置が提供される。
　また、本発明によれば、光拡散板のバックライト光源側あるいは両面に保護膜を有し、
光拡散板が、
（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）８０～９９．９９５重量％および
（Ｂ）平均粒径が０．０１～５０μｍの架橋シリコーン粒子または架橋アクリル粒子であ
る高分子微粒子（Ｂ成分）０．００５～２０重量％、並びに
Ａ成分およびＢ成分の合計１００重量部に対し、
（Ｃ）トリメチルホスフェート（Ｃ－１成分）と、
下記一般式（２－１）で表されるホスファイト化合物および／または下記一般式（２－２
）で表されるホスファイト化合物（Ｃ－２成分）並びに下記一般式（３－１）で表される
ホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）からなる群より選ばれる少なくとも一種とからなる熱
安定剤（Ｃ成分）０．００１～５重量部、ただしＣ－１成分の量は０．００１～３重量部
である、
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【化１６】

（式中Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、置換若しくは非置
換の炭素数６～３０のアリール基、置換若しくは非置換の炭素数７～３０のアラルキル基
、置換若しくは非置換の炭素数４～２０のシクロアルキル基または炭素数１５～２５の２
－（４－オキシフェニル）プロピル置換アリール基を表す。）

【化１７】

（式中、Ａｒ２は互いに同一若しくは異なり、２～４個のアルキル基により置換された炭
素数８～２０のアリール基を表す。）
【化１８】

（式中、Ａｒ３は互いに同一または異なり、非置換若しくはアルキル基により置換された
炭素数６～２０のアリール基を表す。）
（Ｄ）ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤およびベンゾ
オキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少なくとも一種の紫外線吸収剤（Ｄ成
分）０～０．５重量部、および
（Ｅ）ベンゾオキサゾール系蛍光増白剤およびクマリン系蛍光増白剤からなる群より選ば
れる少なくとも一種の蛍光増白剤（Ｅ成分）０．０００１～３重量部を含有し、
（Ｆ）ヒンダードフェノール化合物（Ｆ成分）の含有量が０．００１重量部未満である組
成物から形成され、
　保護膜は紫外線吸収剤（Ｄｐ成分）を０．１～５０重量％含有する厚さ０．１～５００
μｍの有機高分子膜である直下型バックライト用光拡散板が提供される。
 
 
【発明の効果】
【００２６】
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　本発明の光拡散板および直下型バックライト式液晶表示装置は、高い輝度、高い光拡散
性を有し、熱および光に曝されても優れた色調を保持する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下、本発明の直下型バックライト式液晶表示装置について説明する。
　本発明の直下型バックライト式液晶表示装置は、バックライト光源、光拡散板、光線調
節フィルムおよび液晶パネルを含む。該装置は、バックライト光源、光拡散板、光線調節
フィルムおよび液晶パネルをこの順序に配置し製造することができる。好ましくは該装置
は、所望により光拡散板のバックライト光源側あるいは光拡散板の両面に保護膜を有する
。
【００２８】
＜バックライト光源＞
　バックライト光源は、発光面の真下に配置されていれば形状は平面状、点状、線状など
のいずれでも良い。バックライト光源は可視光線を照射し得るものであればよく、白熱電
球、蛍光放電管、発光ダイオード素子、及び蛍光発光素子などが使用できるが、輝度、色
温度等の観点より蛍光放電管、その中でも冷陰極蛍光ランプが好ましい。特に最近では消
費電力を少なくして、高輝度・高演色した三波長蛍光体を使用した冷陰極蛍光ランプが使
用される。
　バックライト光源に使用されている冷陰極蛍光ランプの構造は、適量の水銀と不活性ガ
ス（アルゴン、ネオン、混合ガスなど）が封入されたガラス管内壁に蛍光体が塗布され、
ガラス管の両端には柱状の電極が取り付けられた状態にある。
　その冷陰極蛍光ランプの発光のメカニズムは、電極間に高電圧が印可されると、管内に
わずかに存在する電子が電極へ高速に引かれて衝突し、この時に二次電子が放出され放電
が始まる。この放電により、陽極に引かれる電子と管内の水銀分子が衝突して、紫外線（
２５０ｎｍ前後）が放射され、この紫外線が蛍光体を励起して可視光線を発光させる。
【００２９】
＜光線調節フィルム＞
　光線調節フィルムとしては、拡散板から出てきた光を、集光したり、拡散させたり、偏
光させたりする機能を有するフィルムが挙げられる。光線調節フィルムは通常、光拡散板
と液晶パネルの間に配置される。集光フィルムとしては表面をプリズム形状としたフィル
ム（例えば山形スリーエム製ＢＥＦ）などが挙げられ、拡散フィルムとしては拡散剤を含
むフィルムなどが挙げられ、偏光フィルムとしては多層フィルム（例えば山形スリーエム
製Ｄ－ＢＥＦ）などが挙げられる。
　これらは、例えば拡散板側から、集光フィルム、拡散フィルム、偏光フィルム、拡散フ
ィルムの順に構成され、拡散フィルムを透過した光は液晶パネル部に入射される。
【００３０】
＜液晶パネル＞
　液晶パネルは、液晶セルの少なくとも一方に偏光板を有する構成である。液晶セルは電
極が付いており、その少なくとも一方の面が透明であることが好ましい。また、所望によ
りカラーフィルターを液晶セルと偏光板との間に挟んだ構成とすることもできる。液晶セ
ルは、ガラスや高分子フィルム等のプラスチックから作成できる。
【００３１】
＜光拡散板＞
　光拡散板は、Ａ～Ｆ成分を含有する組成物から形成される。以下各成分について説明す
る。本願発明は光拡散板自体も包含する。
（芳香族ポリカーボネート樹脂）
　芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）とは、通常二価フェノールとカーボネート前駆
体とを界面重縮合法、溶融エステル交換法で反応させて得られたものの他、カーボネート
プレポリマーを固相エステル交換法により重合させたもの、または環状カーボネート化合
物の開環重合法により重合させて得られるものである。
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【００３２】
　ここで使用される二価フェノールの代表的な例としては、ハイドロキノン、レゾルシノ
ール、４，４’－ジヒドロキシジフェニル、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビ
ス｛（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチル）フェニル｝メタン、１，１－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）エタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１－フェニルエタ
ン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（通称ビスフェノールＡ）、２，
２－ビス｛（４－ヒドロキシ－３－メチル）フェニル｝プロパン、２，２－ビス｛（４－
ヒドロキシ－３，５－ジメチル）フェニル｝プロパン、２，２－ビス｛（４－ヒドロキシ
－３，５－ジブロモ）フェニル｝プロパン、２，２－ビス｛（３－イソプロピル－４－ヒ
ドロキシ）フェニル｝プロパン、２，２－ビス｛（４－ヒドロキシ－３－フェニル）フェ
ニル｝プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－
ヒドロキシフェニル）－３－メチルブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－
３，３－ジメチルブタン、２，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－２－メチルブタン
、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）－４－メチルペンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサ
ン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－４－イソプロピルシクロヘキサン、１，
１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、９，９
－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレン、９，９－ビス｛（４－ヒドロキシ－３－
メチル）フェニル｝フルオレン、α，α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｏ－ジイ
ソプロピルベンゼン、α，α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｍ－ジイソプロピル
ベンゼン、α，α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｐ－ジイソプロピルベンゼン、
１，３－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－５，７－ジメチルアダマンタン、４，４’－
ジヒドロキシジフェニルスルホン、４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホキシド、４
，４’－ジヒドロキシジフェニルスルフィド、４，４’－ジヒドロキシジフェニルケトン
、４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテルおよび４，４’－ジヒドロキシジフェニル
エステル等があげられ、これらは単独または２種以上を混合して使用できる。
【００３３】
　なかでもビスフェノールＡ、２，２－ビス｛（４－ヒドロキシ－３－メチル）フェニル
｝プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）－３－メチルブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，
３－ジメチルブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－４－メチルペンタン、
１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、９，９－ビス｛（４－ヒドロキ
シ－３－メチル）フェニル｝フルオレンおよびα，α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）－ｍ－ジイソプロピルベンゼンからなる群より選ばれた少なくとも１種のビスフェノー
ルより得られる単独重合体または共重合体が好ましく、特に、ビスフェノールＡの単独重
合体、ビスフェノールＡと９，９－ビス｛（４－ヒドロキシ－３－メチル）フェニル｝フ
ルオレンとの共重合体および１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－ト
リメチルシクロヘキサンとビスフェノールＡ、２，２－ビス｛（４－ヒドロキシ－３－メ
チル）フェニル｝プロパンまたはα，α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｍ－ジイ
ソプロピルベンゼンとの共重合体が好ましく使用される。
【００３４】
　カーボネート前駆体としてはカルボニルハライド、カーボネートエステルまたはハロホ
ルメート等が使用され、具体的にはホスゲン、ジフェニルカーボネートまたは二価フェノ
ールのジハロホルメート等が挙げられる。
　上記二価フェノールとカーボネート前駆体を界面重縮合法または溶融エステル交換法に
よって反応させてポリカーボネート樹脂を製造するに当っては、必要に応じて触媒、末端
停止剤、二価フェノールの酸化防止剤等を使用してもよい。またポリカーボネート樹脂は
三官能以上の多官能性芳香族化合物を共重合した分岐ポリカーボネート樹脂であっても、
芳香族または脂肪族の二官能性カルボン酸を共重合したポリエステルカーボネート樹脂で
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あってもよく、また、得られたポリカーボネート樹脂の２種以上を混合した混合物であっ
てもよい。
【００３５】
　三官能以上の多官能性芳香族化合物としては、フロログルシン、フロログルシド、また
は４，６－ジメチル－２，４，６－トリス（４－ヒドロキシジフェニル）ヘプテン－２、
２，４，６－トリメチル－２，４，６－トリス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプタン、１
，３，５－トリス（４－ヒドロキシフェニル）ベンゼン、１，１，１－トリス（４－ヒド
ロキシフェニル）エタン、１，１，１－トリス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェ
ニル）エタン、２，６－ビス（２－ヒドロキシ－５－メチルベンジル）－４－メチルフェ
ノール、４－｛４－［１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エチル］ベンゼン｝－α
，α－ジメチルベンジルフェノール等のトリスフェノール、テトラ（４－ヒドロキシフェ
ニル）メタン、ビス（２，４－ジヒドロキシフェニル）ケトン、１，４－ビス（４，４－
ジヒドロキシトリフェニルメチル）ベンゼン、またはトリメリット酸、ピロメリット酸、
ベンゾフェノンテトラカルボン酸およびこれらの酸クロライド等が挙げられ、中でも１，
１，１－トリス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、１，１，１－トリス（３，５－ジメ
チル－４－ヒドロキシフェニル）エタンが好ましく、特に１，１，１－トリス（４－ヒド
ロキシフェニル）エタンが好ましい。
　かかる分岐ポリカーボネート樹脂を生ずる多官能性化合物を含む場合、かかる割合は、
芳香族ポリカーボネート全量中、０．００１～１モル％、好ましくは０．００５～０．５
モル％、特に好ましくは０．０１～０．３モル％である。また特に溶融エステル交換法の
場合、副反応として分岐構造が生ずる場合があるが、かかる分岐構造量についても、芳香
族ポリカーボネート全量中、０．００１～１モル％、好ましくは０．００５～０．５モル
％、特に好ましくは０．０１～０．３モル％であるものが好ましい。尚、かかる割合につ
いては１Ｈ－ＮＭＲ測定により算出することが可能である。
【００３６】
　界面重縮合法による反応は、通常二価フェノールとホスゲンとの反応であり、酸結合剤
および有機溶媒の存在下に反応させる。酸結合剤としては、例えば水酸化ナトリウム、水
酸化カリウム等のアルカリ金属水酸化物またはピリジン等のアミン化合物が用いられる。
有機溶媒としては、例えば塩化メチレン、クロロベンゼン等のハロゲン化炭化水素が用い
られる。また、反応促進のために例えばトリエチルアミン、テトラ－ｎ－ブチルアンモニ
ウムブロマイド、テトラ－ｎ－ブチルホスホニウムブロマイド等の第三級アミン、第四級
アンモニウム化合物、第四級ホスホニウム化合物等の触媒を用いることもできる。その際
、反応温度は通常０～４０℃、反応時間は１０分～５時間程度、反応中のｐＨは９以上に
保つのが好ましい。
　また、かかる重合反応において、通常末端停止剤が使用される。かかる末端停止剤とし
て単官能フェノール類を使用することができる。単官能フェノール類は末端停止剤として
分子量調節のために一般的に使用される。かかる単官能フェノール類としては、一般には
フェノールまたは低級アルキル置換フェノールであって、下記一般式で表される単官能フ
ェノール類を示すことができる。
【００３７】
【化７】

【００３８】
（式中、Ａは水素原子または炭素数１～９の直鎖若しくは分岐のアルキル基またはフェニ
ル基で置換されたアルキル基であり、ｒは１～５、好ましくは１～３の整数である。）
　上記単官能フェノール類の具体例としては、例えばフェノール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチル
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フェノール、ｐ－クミルフェノールおよびイソオクチルフェノールが挙げられる。
【００３９】
　溶融エステル交換法による反応は、通常二価フェノールとカーボネートエステルとのエ
ステル交換反応であり、不活性ガスの存在下に二価フェノールとカーボネートエステルと
を加熱しながら混合して、生成するアルコールまたはフェノールを留出させる方法により
行われる。反応温度は生成するアルコールまたはフェノールの沸点等により異なるが、通
常１２０～３５０℃の範囲である。反応後期には系を１．３３×１０３～１３．３Ｐａ程
度に減圧して生成するアルコールまたはフェノールの留出を容易にさせる。反応時間は通
常１～４時間程度である。
　カーボネートエステルとしては、置換されていてもよい炭素数６～１０のアリール基、
アラルキル基あるいは炭素数１～４のアルキル基などのエステルが挙げられる。具体的に
はジフェニルカーボネート、ビス（クロロフェニル）カーボネート、ジナフチルカーボネ
ート、ビス（ジフェニル）カーボネート、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート
、ジブチルカーボネートなどが挙げられ、なかでもジフェニルカーボネートが好ましい。
【００４０】
　また、重合速度を速めるために重合触媒を用いることができ、かかる重合触媒としては
、例えば水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、二価フェノールのナトリウム塩、カリウム
塩等のアルカリ金属化合物、水酸化カルシウム、水酸化バリウム、水酸化マグネシウム等
のアルカリ土類金属化合物、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチルアン
モニウムヒドロキシド、トリメチルアミン、トリエチルアミン等の含窒素塩基性化合物、
アルカリ金属やアルカリ土類金属のアルコキシド類、アルカリ金属やアルカリ土類金属の
有機酸塩類、亜鉛化合物類、ホウ素化合物類、アルミニウム化合物類、珪素化合物類、ゲ
ルマニウム化合物類、有機スズ化合物類、鉛化合物類、オスミウム化合物類、アンチモン
化合物類、マンガン化合物類、チタン化合物類、ジルコニウム化合物類などの通常エステ
ル化反応、エステル交換反応に使用される触媒を用いることができる。
　触媒は単独で使用してもよいし、２種以上を組み合わせて使用してもよい。これらの重
合触媒の使用量は、原料の二価フェノール１モルに対し、好ましくは１×１０－８～１×
１０－３当量、より好ましくは１×１０－７～５×１０－４当量の範囲で選ばれる。
【００４１】
　さらにかかる重合反応において触媒の活性を中和する失活剤を用いることが好ましい。
この失活剤の具体例としては、例えばオクチルスルホン酸テトラブチルホスホニウム塩、
デシルスルホン酸テトラブチルホスホニウム塩、ベンゼンスルホン酸テトラブチルホスホ
ニウム塩、ドデシルベンゼンスルホン酸テトラエチルホスホニウム塩、ドデシルベンゼン
スルホン酸テトラブチルホスホニウム塩、ドデシルベンゼンスルホン酸テトラヘキシルホ
スホニウム塩、ドデシルベンゼンスルホン酸テトラオクチルホスホニウム塩、デシルアン
モニウムブチルサルフェート、デシルアンモニウムデシルサルフェート、ドデシルアンモ
ニウムメチルサルフェート、ドデシルアンモニウムエチルサルフェート、ドデシルメチル
アンモニウムメチルサルフェート、ドデシルジメチルアンモニウムテトラデシルサルフェ
ート、テトラデシルジメチルアンモニウムメチルサルフェート、テトラメチルアンモニウ
ムヘキシルサルフェート、デシルトリメチルアンモニウムヘキサデシルサルフェート、テ
トラブチルアンモニウムドデシルベンジルサルフェート、テトラエチルアンモニウムドデ
シルベンジルサルフェート、テトラメチルアンモニウムドデシルベンジルサルフェート等
の化合物を挙げることができるが、これらに限定されない。これらの化合物を二種以上併
用することもできる。
　かかる触媒の量としては、残存する触媒１モルに対して０．５～５０モルの割合で用い
るのが好ましく、また重合後のポリカーボネート樹脂に対し、０．０１～５００ｐｐｍの
割合、より好ましくは０．０１～３００ｐｐｍ、特に好ましくは０．０１～１００ｐｐｍ
の割合で使用する。
【００４２】
　ポリカーボネート樹脂の分子量は特定されないが、分子量が１０，０００未満であると
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高温特性等が低下し、５０，０００を超えると成形加工性が低下するようになるので、粘
度平均分子量で表して１０，０００～５０，０００のものが好ましく、１４，０００～３
０，０００のものが特に好ましい。また、ポリカーボネート樹脂の２種以上を混合しても
差し支えない。本発明でいう粘度平均分子量はまず次式にて算出される比粘度を塩化メチ
レン１００ｍｌにポリカーボネート樹脂０．７ｇを２０℃で溶解した溶液からオストワル
ド粘度計を用いて求め、
比粘度（ηＳＰ）＝（ｔ－ｔ０）／ｔ０［ｔ０は塩化メチレンの落下秒数、ｔは試料溶液
の落下秒数］
　求められた比粘度を次式にて挿入して粘度平均分子量Ｍを求める。
ηＳＰ／ｃ＝［η］＋０．４５×［η］２ｃ
［η］＝１．２３×１０－４Ｍ０．８３

ｃ＝０．７
【００４３】
（高分子微粒子）
　高分子微粒子（Ｂ成分）は、光拡散性の観点から球状であるものが好ましく、真球状に
近い形態であるほどより好ましい。
　高分子微粒子として架橋シリコーン粒子や、非架橋性モノマーと架橋性モノマーを重合
して得られる架橋有機粒子を挙げることができる。ここで非架橋性モノマーとしてはアク
リル系モノマー、スチレン系モノマー、アクリロニトリル系モノマー、オレフィン系モノ
マーなどを挙げることができる。これらは単独でも２種以上を混合して使用することもで
きる。更にかかるモノマー以外の他の共重合可能なモノマーを使用することもできる。
　一方、ポリエーテルサルホン粒子等の非晶性耐熱ポリマーの粒子も本発明の高分子微粒
子として挙げることができる。かかるポリマーの粒子の場合には、Ａ成分と加熱溶融混練
した場合であっても微粒子の形態が損なわれることがないため、必ずしも架橋性モノマー
を必要としない。
　更に本発明において、高分子微粒子としては、各種のエポキシ樹脂粒子、ウレタン樹脂
粒子、メラミン樹脂粒子、ベンゾグアナミン樹脂粒子、フェノール樹脂粒子等も使用可能
である。
　また、かかるＢ成分の平均粒径としては、０．０１～５０μｍのものが使用され、好ま
しくは０．１～１０μｍ、より好ましくは１～１０μｍのものが使用される。また粒径の
分布については狭いものが好ましく、平均粒径±２μｍである粒子が全体の７０重量％以
上の範囲である分布を有するものがより好ましい。
【００４４】
　また、Ｂ成分の高分子微粒子の屈折率とＡ成分の屈折率との差の絶対値が０．０２～０
．３であることが好ましく、０．１０～０．２５であることがより好ましく、０．１２～
０．２０であることがさらに好ましく、０．１４～０．２０であることが特に好ましい。
上記の屈折率の範囲で屈折率差が大きい方が望ましく、この点より高分子微粒子の材質と
しては、特に架橋シリコーン粒子が望ましい。
　ここで架橋シリコーン粒子としては、シロキサン結合を主骨格としてケイ素原子に有機
置換基を有するものであり、ポリメチルシルセスキオキサンに代表される架橋度の高いも
のと、メチルシリコーンゴム粒子に代表される架橋度の低いものがあるが、本発明ではポ
リメチルシルセスキオキサンに代表される架橋度の高いものが好ましい。かかる架橋シリ
コーン粒子のケイ素原子に置換する有機基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、
ブチル基等のアルカン基、フェニル基等のアリール基、ベンジル基等のアラルキル基等の
他、カルボキシル基、カルボニル基、エステル基、エーテル基等を使用することができる
。
【００４５】
　かかる架橋シリコーン粒子の製造法としては、３官能性のアルコキシシラン等を水中で
加水分解と縮合反応によってシロキサン結合を成長させながら３次元架橋した粒子を形成
させる方法が一般的であり、かかる粒子径は例えば触媒のアルカリ量や攪拌工程等により
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制御可能である。
　また、架橋有機粒子において使用されるアクリル系モノマーとしては、メチルアクリレ
ート、エチルアクリレート、プロピルアクリレート、ブチルアクリレート、２－エチルヘ
キシルアクリレート、メチルメタクリート、エチルメタクリレート、プロピルメタクリレ
ート、ブチルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、フェニルメタクリレ
ート等を単独でまたは混合して使用することが可能である。この中でも特にメチルメタク
リレートが特に好ましい。
【００４６】
　スチレン系モノマーとしては、スチレン、α－メチルスチレン、メチルスチレン（ビニ
ルトルエン）、エチルスチレン等のアルキルスチレン、ブロモ化スチレン等のハロゲン化
スチレンを使用することができ、この中でも特にスチレンが好ましい。アクリロニトリル
系モノマーとしては、アクリロニトリル、メタクリロニトリルを使用することができる。
またオレフィン系モノマーとしてはエチレン、各種ノルボルネン型化合物等を使用するこ
とができる。更に他の共重合可能な他のモノマーとしては、グリシジルメタクリレート、
Ｎ－メチルマレイミド、無水マレイン酸等を例示でき、また結果としてＮ－メチルグルタ
ルイミド等の単位を有することもできる。
　一方前記非架橋性モノマーに対する架橋性モノマーとしては、例えば、ジビニルベンゼ
ン、アリルメタクリレート、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアネート、エチ
レングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート
、プロピレングリコール（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）ア
クリレート、トリメチロールプロパン（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテト
ラ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニ
ルジ（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニルジ（メタ）アクリレート、Ｎ－メチロー
ル（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。
【００４７】
　アクリル系モノマー等からなる架橋有機粒子の製造方法としては、一般的な乳化重合法
の他、過硫酸カリウム等の開始剤を使用するソープフリー重合法、シード重合法、二段階
膨潤重合法等を挙げることができる。また懸濁重合法においても、水相とモノマー相とを
個別に保持して両者を正確に連続式の分散機に供給し、粒子径を分散機の回転数で制御す
る方法や、同様に連続式の製造方法において分散能を有する水性液体中にモノマー相を数
～数十μｍの細径オリフィスまたは多孔質フィルターを通すことにより供給し粒径を制御
する方法なども可能である。
　架橋有機粒子以外の高分子微粒子の製造方法としては、スプレードライ法、液中硬化法
（凝固法）、相分離法（コアセルベーション法）、溶媒蒸発法、再沈殿法等の他、これら
を行う際にノズル振動法等を組み合わせたものを挙げることができる。
【００４８】
　Ｂ成分の形態としては、単相重合体の他、コア－シェル重合体の形態、また２種以上の
成分が相互に絡み合った構造を有するＩＰＮ構造をとることも可能である。また無機微粒
子のコアとし有機架橋粒子の成分をシェルとする、または有機架橋粒子をコアとしエポキ
シ樹脂、ウレタン樹脂等をシェルとする等の複合型粒子も使用するとことができる。
　Ｂ成分の割合は、Ａ成分とＢ成分の合計１００重量％当たり、０．００５～２０重量％
、好ましくは０．０１～１５重量％、より好ましくは０．０２～５重量％、特に好ましく
は０．１～２重量％である。０．００５重量％未満では十分な光拡散性が得られず、２０
重量％を超えると光線透過率が不十分となるので好ましくない。
【００４９】
（熱安定剤）
　本発明において、Ｃ成分であるホスフェート化合物（Ｃ－１成分）、ホスファイト化合
物（Ｃ－２成分）およびホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）からなる群より選ばれる少な
くとも一種の熱安定剤は、ポリカーボネート樹脂組成物の黄変防止効果と共に光拡散板と
して使用した際に高輝度を維持する効果がある。
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　Ｃ成分の割合は、Ａ成分とＢ成分の合計１００重量部に対して０．００１～５重量部で
あり、好ましくは０．００２～３重量部であり、より好ましくは０．００５～２重量部で
あり、さらに好ましくは０．０１～１重量部であり、特に好ましくは０．０２～０．５重
量部である。０．００１重量部未満では十分な溶融加工時の耐変色性（以下“耐溶融変色
性”と称することがある）および長期間空気中で熱に晒された場合の耐変色性（以下“耐
乾熱変色性”と称することがある）が得られず、５重量部を超えると湿度の影響なども受
け逆に耐乾熱変色性が劣ることがあり、またポリカーボネート樹脂組成物が変質を起こす
ことがあり好ましくない。
【００５０】
（Ｃ－１成分）
　ホスフェート化合物（Ｃ－１成分）は、下記式（１）で表される化合物であることが好
ましい。
【００５１】
【化８】

【００５２】
（式中Ｒは、同一または異なり、炭素数１～１５のアルキル基を表す。）
　ホスフェート化合物（Ｃ－１成分）は、炭素数１～１２のアルキル基を有するものが好
ましく、炭素数１～５のアルキル基を有するものがより好ましい。特に好ましくはトリメ
チルホスフェートである。Ｃ－１成分は特に十分な耐溶融変色性が必要とされる条件に適
合した化合物であり、具体的にはポリカーボネート樹脂組成物を溶融押出して光拡散板に
加工する際の変色を防止する効果がある。
　Ｃ－１成分の割合は、Ａ成分とＢ成分の合計１００重量部に対して好ましくは０．００
１～３重量部であり、より好ましくは０．０１～２重量部であり、さらに好ましくは０．
０１～０．５重量部であり、特に好ましくは０．０２～０．１重量部である。
【００５３】
（Ｃ－２成分）
　ホスファイト化合物（Ｃ－２成分）は、下記式（２－１）および／または下記式（２－
２）で表される化合物が好ましく使用される。特に、下記式（２－１）で表される化合物
であることが好ましい。
【００５４】
【化９】

【００５５】
（式中Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、置換若しくは非置
換の炭素数６～３０のアリール基、置換若しくは非置換の炭素数７～３０のアラルキル基
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、置換若しくは非置換の炭素数４～２０のシクロアルキル基または炭素数１５～２５の２
－（オキシフェニル）プロピル置換アリール基を表す。）
【００５６】
　炭素数１～２０のアルキル基として、ノニル基、オクタデシル基などが挙げられる。炭
素数６～３０のアリール基としてフェニル基が挙げられる。炭素数４～２０のシクロアル
キル基としてシクロヘキシル基等が挙げられる。
　前記アリール基、アラルキル基およびシクロアルキル基に置換される置換基は炭素数１
～１０のアルキル基であることが好ましい。
　式（２－１）で表されるペンタエリスリトールジホスファイト化合物は、高分子微粒子
を含むポリカーボネート樹脂組成物において、耐溶融変色性および耐乾熱変色性が必要と
される条件に適合した化合物であり、具体的にはポリカーボネート樹脂組成物を溶融押出
して光拡散板に加工する際の変色および拡散板を光源に曝した際の変色を防止する効果が
ある。
【００５７】
　式（２－１）で表される化合物の具体例としては、ジステアリルペンタエリスリトール
ジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトール
ジホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエ
リスリトールジホスファイト、フェニルビスフェノールＡペンタエリスリトールジホスフ
ァイト、ジシクロヘキシルペンタエリスリトールジホスファイトなどが挙げられ、好まし
くはジステアリルペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－
ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－
ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイトを挙げることができ
る。かかるホスファイト化合物は１種、または２種以上を併用することができる。
　ホスファイト化合物（Ｃ－２成分）として、下記式（２－２）で表されるホスファイト
化合物を用いることができる。
【００５８】
【化１０】

【００５９】
（式中、Ａｒ２は互いに同一若しくは異なり、２～４個のアルキル基により置換された炭
素数８～２０のアリール基を表す。）
　置換するアルキル基として炭素数１～５のアルキル基が挙げられる。アリール基として
フェニル基が挙げられる。
【００６０】
　上記式（２－２）で表されるホスファイト化合物の具体的例としては、トリス（ジメチ
ルフェニル）ホスファイト、トリス（ジエチルフェニル）ホスファイト、トリス（ジ－ｉ
ｓｏ－プロピルフェニル）ホスファイト、トリス（ジ－ｎ－ブチルフェニル）ホスファイ
ト、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、トリス（２，６－
ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト等があげられ、トリス（ジアルキル置換フ
ェニル）ホスファイトが好ましく、トリス（ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイ
トがより好ましく、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイトが特
に好ましい。これらの化合物の１種または２種以上の混合物であってもよい。
　Ｃ－２成分の割合は、Ａ成分とＢ成分の合計１００重量部に対して好ましくは０．００
１～５重量部であり、より好ましくは０．００２～３重量部であり、さらに好ましくは０
．００５～２重量部であり、特に好ましくは０．０１～１重量部であり、もっとも好まし
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耐乾熱変色性が得られ、５重量部以下では湿度の影響なども受け逆に耐乾熱変色性が劣る
ことがなく好ましい。
【００６１】
（Ｃ－３成分）
　ホスホナイト化合物（Ｃ－３成分）は、下記式（３－１）で表される化合物であること
が好ましい。
【００６２】
【化１１】

【００６３】
（式中、Ａｒ３は互いに同一または異なり、非置換若しくはアルキル基により置換された
炭素数６～２０のアリール基を表す。）
　置換するアルキル基として炭素数１～５のアルキル基が挙げられる。アリール基として
フェニル基が挙げられる。
【００６４】
　上記式（３－１）で表されるホスホナイト化合物の具体的例としては、テトラキス（２
，４－ジ－ｉｓｏ－プロピルフェニル）－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト、テト
ラキス（２，４－ジ－ｎ－ブチルフェニル）－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト、
テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，４’－ビフェニレンジホス
ホナイト、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，３’－ビフェニ
レンジホスホナイト、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３，３’
－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，６－ジ－ｉｓｏ－プロピルフェニル）
－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，６－ジ－ｎ－ブチルフェニ
ル）－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブ
チルフェニル）－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，６－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，３’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，
６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３，３’－ビフェニレンジホスホナイト等があげ
られ、テトラキス（ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－ビフェニレンジホスホナイトが好
ましく、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－ビフェニレンジホスホ
ナイトがより好ましい。このテトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－ビ
フェニレンジホスホナイトは、２種以上の混合物が好ましく、具体的にはテトラキス（２
，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト（Ｃ－
３－ａ－１成分）、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，３’－
ビフェニレンジホスホナイト（Ｃ－３－ａ－２成分）および、テトラキス（２，４－ジ－
ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３，３’－ビフェニレンジホスホナイト（Ｃ－３－ａ－３
成分）の３種の混合物がより好ましい。また、この混合物の混合比は、Ｃ－３－ａ－１成
分、Ｃ－３－ａ－２成分およびＣ－３－ａ－３成分を重量比で１００：３７～６４：４～
１４の範囲が好ましく、１００：４０～６０：５～１１の範囲がより好ましい。
　また下記式（３－２）で表されるホスホナイト化合物を用いることができる。
【００６５】
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【化１２】

【００６６】
（式中、Ａｒ３は互いに同一または異なり、非置換若しくはアルキル基により置換された
炭素数６～２０のアリール基を表す。）
　置換するアルキル基として炭素数１～５のアルキル基が挙げられる。アリール基として
フェニル基が挙げられる。
【００６７】
　上記式（３－２）で表されるホスホナイト化合物の具体例としては、ビス（２，４－ジ
－ｉｓｏ－プロピルフェニル）－４－フェニル－フェニルホスホナイト、ビス（２，４－
ジ－ｎ－ブチルフェニル）－３－フェニル－フェニルホスホナイト、ビス（２，４－ジ－
ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フェニル－フェニルホスホナイト、ビス（２，４－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３－フェニル－フェニルホスホナイトビス（２，６－ジ
－ｉｓｏ－プロピルフェニル）－４－フェニル－フェニルホスホナイト、ビス（２，６－
ジ－ｎ－ブチルフェニル）－３－フェニル－フェニルホスホナイト、ビス（２，６－ジ－
ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フェニル－フェニルホスホナイト、ビス（２，６－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３－フェニル－フェニルホスホナイト等があげられ、ビ
ス（ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－フェニル－フェニルホスホナイトが好ましく、ビ
ス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－フェニル－フェニルホスホナイトがより
好ましい。
【００６８】
　このビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－フェニル－フェニルホスホナイ
トは、２種以上の混合物が好ましく、具体的にはビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフ
ェニル）－４－フェニル－フェニルホスホナイト（Ｃ－３－ｂ－１成分）および、ビス（
２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３－フェニル－フェニルホスホナイト（Ｃ－
３－ｂ－２成分）の混合物がより好ましい。また、この混合物の混合比は、Ｃ－３－ｂ－
１成分および、Ｃ－３－ｂ－２成分を重量比で５：１～４の範囲が好ましく、５：２～３
の範囲がより好ましい。
　Ｃ－３成分を使用する場合、その割合はＡ成分とＢ成分の合計１００重量部に対して好
ましくは０．０００１～１．０重量部であり、より好ましくは０．００１～０．４重量部
であり、特に好ましくは０．００２～０．３重量部である。Ｃ－３成分を使用することに
より十分な耐溶融変色性および耐乾熱変色性が得られるため好ましい。
【００６９】
（ヒンダードフェノール化合物）
　本発明の光拡散板を形成するポリカーボネート樹脂組成物はヒンダードフェノール化合
物を実質的に含有しない。ヒンダードフェノール化合物はポリカーボネート樹脂の熱安定
剤として一般的に使用される化合物であり、特に長期間空気中で熱に晒された場合の耐変
色性（耐乾熱変色性）に優れた効果を示す化合物である。しかしながら、ヒンダードフェ
ノール化合物をポリカーボネート樹脂組成物に配合すると、この樹脂組成物より形成した
光拡散板は十分な輝度を有しないという問題が起こる。したがって、ポリカーボネート樹
脂組成物に対するヒンダードフェノール化合物の含有量はＡ成分とＢ成分の合計１００重
量部に対して０．００１重量部未満が好ましい。
【００７０】
　具体的なヒンダードフェノール化合物としては、ｎ－オクタデシル－β－（４’－ヒド
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ロキシ－３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）プロピオネート、ペンタエリスリ
トールテトラキス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プ
ロピオネート］、４，４’－ブチリデンビス（３－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノ
ール）、トリエチレングリコール－Ｎ－ビス－３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシ－５－メチルフェニル）プロピオネート、１，６－へキサンジオールビス［３－（３
，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、３，９－ビス
｛２－［３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオ
ニルオキシ］－１，１，－ジメチルエチル｝－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［
５，５］ウンデカンが挙げられる。
【００７１】
（紫外線吸収剤）
　本発明においては、Ｄ成分として紫外線吸収剤が使用される。ポリカーボネート樹脂組
成物から形成される光拡散板は、光源から長時間紫外線領域～可視光領域の種々の波長分
布、強度の光を断続的あるいは連続で照射を受けることにより変色し易い。この変色を防
止するために、紫外線吸収剤が使用される。
【００７２】
　本発明で使用される紫外線吸収剤としては、具体的に、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤
では、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェ
ノン、２－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－ベンジロ
キシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシ－５－スルホキシベンゾフェノン、
２－ヒドロキシ－４－メトキシ－５－スルホキシトリハイドライドレイトベンゾフェノン
、２，２’－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラ
ヒドロキシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェ
ノン、２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシ－５－ソジウムスルホキシベンゾ
フェノン、ビス（５－ベンゾイル－４－ヒドロキシ－２－メトキシフェニル）メタン、２
－ヒドロキシ－４－ｎ－ドデシルオキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシ
－２’－カルボキシベンゾフェノン等があげられる。
　ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤では、２－（２－ヒドロキシ－５－メチルフェニル
）ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－オクチルフェニル）ベン
ゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジクミルフェニル）フェニルベンゾト
リアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチルフェニル）－５
－クロロベンゾトリアゾール、２，２’－メチレンビス［４－（１，１，３，３－テトラ
メチルブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール］、２－（２
－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２
－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾー
ル、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔｅｒｔ－アミルフェニル）ベンゾトリアゾー
ル、２－（２－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２
－（２－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２－
ヒドロキシ－４－オクトキシフェニル）ベンゾトリアゾール、２，２’－メチレンビス（
４－クミル－６－ベンゾトリアゾールフェニル）、２，２’－ｐ－フェニレンビス（１，
３－ベンゾオキサジン－４－オン）、２－［２－ヒドロキシ－３－（３，４，５，６－テ
トラヒドロフタルイミドメチル）－５－メチルフェニル］ベンゾトリアゾールが挙げられ
る。
　好ましくは、２－（２－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリア
ゾール、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジクミルフェニル）フェニルベンゾトリアゾー
ル、２－（２－ヒドロキシ－３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチルフェニル）－５－クロロ
ベンゾトリアゾール、２，２’－メチレンビス［４－（１，１，３，３－テトラメチルブ
チル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール］である。
【００７３】
　ベンゾオキサジン系紫外線吸収剤として、具体的には、２，２’－ｐ－フェニレンビス
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（３，１－ベンゾオキサジン－４－オン）、２，２’－ｍ－フェニレンビス（３，１－ベ
ンゾオキサジン－４－オン）、および２，２’－ｐ，ｐ’－ジフェニレンビス（３，１－
ベンゾオキサジン－４－オン）などが例示される。
　また、ヒドロキシフェニルトリアジン系紫外線吸収剤として、具体的には、２－（４，
６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－ヘキシルオキシフェノール
、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－メチルオキシ
フェノール、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－エ
チルオキシフェノール、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル
）－５－プロピルオキシフェノール、および２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－ト
リアジン－２－イル）－５－ブチルオキシフェノールなどが例示される。さらに２－（４
，６－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－
ヘキシルオキシフェノールなど、上記例示化合物のフェニル基が２，４－ジメチルフェニ
ル基となった化合物が例示される。
【００７４】
　さらに紫外線吸収剤は、ラジカル重合が可能な単量体化合物の構造をとることにより、
かかる紫外線吸収性単量体および／または光安定性単量体と、アルキル（メタ）アクリレ
ートなどの単量体とを共重合したポリマー型の紫外線吸収剤であってもよい。前記紫外線
吸収性単量体としては、（メタ）アクリル酸エステルのエステル置換基中にベンゾトリア
ゾール骨格、ベンゾフェノン骨格、トリアジン骨格、およびベンゾオキサジン骨格を含有
する化合物が好適に例示される。これらの紫外線吸収剤は１種もしくは２種以上を併用す
ることができる。
　上記紫外線吸収剤の中でもベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外
線吸収剤およびベンゾオキサジン系紫外線吸収剤からなる群より選ばれる少なくとも一種
の紫外線吸収剤が好ましく使用される。
【００７５】
　Ｄ成分の割合は、Ａ成分とＢ成分の合計１００重量部に対して０～２重量部であり、よ
り好ましくは０．０１～１重量部であり、さらに好ましくは０．０１～０．８重量部であ
り、特に好ましくは０．０２～０．５重量部である。紫外線吸収剤の含有量が２重量部を
超えると本発明の光拡散板が変質を起こすようになり好ましくない。
　また、光拡散板が紫外線吸収剤を含有する保護膜を有する場合は、Ｄ成分の割合は、Ａ
成分とＢ成分の合計１００重量部に対して好ましくは０～０．５重量部であり、より好ま
しくは０～０．３重量部である。一方、光拡散板が保護膜を有しない場合は、Ｄ成分の割
合は、Ａ成分とＢ成分の合計１００重量部に対して好ましくは０．０１～２重量部であり
、より好ましくは０．０２～１重量部である。
【００７６】
（蛍光増白剤）
　ポリカーボネート樹脂組成物においてＥ成分として蛍光増白剤が使用される。蛍光増白
剤を使用することによりポリカーボネート樹脂組成物の色調を白色あるいは青白色に改善
し、且つポリカーボネート樹脂組成物より形成される拡散板の輝度を向上させる効果があ
る。ここで蛍光増白剤は、光線の紫外部のエネルギーを吸収し、このエネルギーを可視部
に放射する作用を有するものである。
　本発明で使用される蛍光増白剤としては、スチルベン系、ベンズイミダゾール系、ベン
ズオキサゾール系、ナフタルイミド系、ローダミン系、クマリン系、オキサジン系化合物
等が挙げられる。なかでも、ベンズオキサゾール系化合物およびクマリン系化合物が好ま
しい。これらの蛍光増白剤は１種もしくは２種以上を併用することができる。具体的には
、日本化薬（株）製カヤライトＯＳ（ＣＩ　Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｎｔ　Ｂｒｉｇｈｔｅｎ
ｅｒ　２１９：１、ベンズオキサゾール系化合物）、ハッコールケミカル（株）製ハッコ
ールＰＳＲ（クマリン系化合物）、イーストマンケミカル社製ＥＡＳＴＯＢＲＩＴＥ　Ｏ
Ｂ－１、などを挙げることができる。
　蛍光増白剤の配合割合はＡ成分とＢ成分の合計１００重量部に対して０．０００１～３



(27) JP 4404853 B2 2010.1.27

10

20

30

40

50

重量部であり、好ましくは０．０００２～０．５重量部であり、より好ましくは０．００
０３～０．１重量部であり、特に好ましくは０．０００５～０．０５重量部である。０．
０００１重量部未満では色調の改善および輝度の向上の効果が得られず、３重量部を超え
ても色調の改良効果は小さい。
【００７７】
（離型剤）
　本発明では必要に応じて離型剤を用いることができる。ここで離型剤は、その９０％重
量以上が一価アルコールと一価脂肪酸のエステルおよび／または多価アルコールと脂肪酸
のエステルからなる離型剤が挙げられる。
　離型剤としての一価または多価アルコールの高級脂肪酸エステルは、炭素原子数１～２
０の一価または多価アルコールと炭素原子数５～３０の飽和脂肪酸とのエステルであるこ
とが好ましい。かかる一価または多価アルコールと飽和脂肪酸とのエステルとしては、ス
テアリルステアレート、パルミチルパルミテート、ブチルステアレート、メチルラウレー
ト、イソプロピルパルミテート、２－エチルヘキシルステアレート、ステアリン酸モノグ
リセリド、ステアリン酸トリグリセリド、ソルビタンジステアレート、ペンタエリスリト
ールテトラステアレート、ペンタエリスリトールテトラペラルゴネート、プロピレングリ
コールジステアレート等が挙げられ、単独あるいは二種以上の混合物で用いることができ
る。なかでも、ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸トリグリセリド、ステアリル
ステアレート、ペンタエリスリトールテトラステアレートが好ましく用いられる。
　かかる離型剤を使用する場合は、目的に応じて種々の割合をとることが可能であるが、
Ａ成分とＢ成分の合計１００重量部に対して０．０２～１重量部程度が好ましい。
【００７８】
（染料）
　更にポリカーボネート樹脂組成物には、アンスラキノン系染料、ペリレン系染料、クマ
リン系染料、チオインジゴ系染料、チオキサントン系染料などに代表される各種の蛍光染
料や、紺青等のフェロシアン化物、ペリノン系染料、キノリン系染料、キナクリドン系染
料、ジオキサジン系染料、イソインドリノン系染料、フタロシアニン系染料等に代表され
る有機系染料を配合することができる。
　特に、ポリカーボネート樹脂や紫外線吸収剤に基づく成形品の黄色味を打ち消すために
ブルーイング剤を配合することができる。ブルーイング剤としてはポリカーボネート樹脂
に使用されるものであれば、特に支障なく使用することができる。一般的にはアンスラキ
ノン系染料が入手容易であり好ましい。
　具体的なブルーイング剤としては、例えば一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ１３［
ＣＡ．Ｎｏ（カラーインデックスＮｏ）６０７２５；商標名　バイエル社製「マクロレッ
クスバイオレットＢ」、三菱化学（株）製「ダイアレジンブルーＧ」、住友化学工業（株
）製「スミプラストバイオレットＢ」］、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ３１［Ｃ
Ａ．Ｎｏ　６８２１０；商標名　三菱化学（株）製「ダイアレジンバイオレットＤ」］、
一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ３３［ＣＡ．Ｎｏ　６０７２５；商標名　三菱化学
（株）製「ダイアレジンブルーＪ」］、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｂｌｕｅ９４［ＣＡ．Ｎ
ｏ　６１５００；商標名　三菱化学（株）製「ダイアレジンブルーＮ」］、一般名Ｓｏｌ
ｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ３６［ＣＡ．Ｎｏ　６８２１０；商標名　バイエル社製「マクロ
レックスバイオレット３Ｒ」］、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｂｌｕｅ９７［商標名バイエル
社製「マクロレックスブルーＲＲ」］および一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｂｌｕｅ４５［ＣＡ
．Ｎｏ　６１１１０；商標名　サンド社製「テトラゾールブルーＲＬＳ」］が代表例とし
て挙げられる。これらブルーイング剤の使用量はＡ成分およびＢ成分の合計１００重量部
に対して０．００００１～０．０００６重量部程度が好ましい。
【００７９】
（ポリカーボネート樹脂組成物の製造法）
　ポリカーボネート樹脂組成物は、タンブラー、Ｖ型ブレンダー、スーパーミキサー、ナ
ウターミキサー、バンバリーミキサー、混練ロール、一軸押出機や二軸押出機等の押出機
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等でＡ～Ｅの各成分を混合する方法により製造することができる。その他、溶融重合終了
後ポリカーボネート樹脂を溶融状態に保ったまま添加剤を添加する方法や、溶液状態の芳
香族ポリカーボネート樹脂と乳化液状の高分子微粒子を混合し更に添加剤を配合して、そ
の後溶媒等を除去する方法も取ることができる。
　また、本発明の光拡散板は通常高度な光学的特性を要求される分野に使用されることが
多いことから、かかる光学特性を阻害する異物の存在を少なくすることが好ましい。これ
らの用途に好ましいポリカーボネート樹脂組成物を得るためには、原料として異物量の少
ないものを使用するとともに、押出機やペレタイザー等の製造装置を清浄な空気の雰囲気
下に設置すると共に、冷却バス用の冷却水についても異物量の少ないものを使用し、更に
原料の供給ホッパー、供給流路や、得られたペレットの貯蔵タンク等についてもより清浄
な空気等で満たすことが好ましい。例えば特開平１１－２１３５７号公報に提案されてい
るのと同様な方法をとることができる。
【００８０】
（光拡散板の製造方法）
　かくして得られるポリカーボネート樹脂組成物は、各種押出機や射出成形機等を使用し
て溶融押出成形や射出成形によりフィルム状またはシート状の成形品形状として、光拡散
板を得ることができる。光拡散板の厚みは０．５～１０ｍｍが好ましく、０．５～８ｍｍ
がより好ましく、１～８ｍｍがさらに好ましい。
【００８１】
＜保護膜＞
　保護膜は、所望により光拡散板のバックライト光源側あるいは光拡散板の両面に配置す
ることができる。
　保護膜は紫外線吸収剤（Ｄｐ成分）を０．１～５０重量％含有する厚さ０．１～５００
μｍの有機高分子膜であることが好ましい。
　保護膜を構成する有機高分子が、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリエチレン
樹脂またはポリエステル樹脂であることが好ましく、なかでもアクリル樹脂またはポリカ
ーボネート樹脂がより好ましい。
　アクリル樹脂はアクリル系モノマーを重合して得られる樹脂であり、アクリル系モノマ
ーとしては、メチルアクリレート、エチルアクリレート、プロピルアクリレート、ブチル
アクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、メチルメタクリート、エチルメタクリ
レート、プロピルメタクリレート、ブチルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリ
レート、フェニルメタクリレート等を単独でまたは混合して使用することが可能である。
　ポリエステル樹脂としては、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリブチレンテレフタ
レート樹脂、ポリエチレンナフタレート樹脂が挙げられる。また、ポリエステルエラスト
マーも使用することができる。
【００８２】
　保護膜中には、紫外線吸収剤（Ｄｐ成分）として、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベ
ンゾトリアゾール系紫外線吸収剤およびベンゾオキサジン系紫外線吸収剤からなる群より
選ばれる少なくとも一種の紫外線吸収剤を含有させることが好ましい。これらの紫外線吸
収剤の具体例として、前述のＤ成分と同じものが例示される。保護膜中の紫外線吸収剤（
Ｄｐ成分）の濃度は０．１～５０重量％が好ましく、０．５～４０重量％がより好ましく
、１～３０重量％がさらに好ましい。
　光拡散板に保護膜を積層する方法としては、押出成形されたポリカーボネート樹脂組成
物のフィルム又はシート上に保護膜を形成する有機高分子組成物をＴダイより溶融押出す
るラミネート方法、あらかじめフィルム状に成形された保護膜をポリカーボネート樹脂組
成物のフィルム又はシートの製造工程途中で加熱ロール等を用い該フィルム又はシート表
面に連続的にラミネートする方法、ポリカーボネート樹脂組成物のフィルム又はシートと
保護膜を形成する有機高分子組成物とを同時に溶融押出しして積層する共押出し法、また
は保護膜を形成する有機高分子組成物を含有する塗料を用いてディップコーティング法、
フローコーティング法、ロールコーティング法等のコーティング法によりポリカーボネー
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ト樹脂組成物のフィルム又はシート上に塗布する方法のいずれの方法でも構わない。
【００８３】
　なお、保護膜の厚みは０．１～５００μｍの範囲が好ましく、１～１００μｍの範囲が
より好ましく、２～７０μｍの範囲がさらに好ましい。なかでも、ラミネート方法または
共押出し法の場合は１０～５００μｍの範囲が好ましく、２０～１００μｍの範囲がより
好ましい。また、コーティング法の場合は０．１～２０μｍの範囲が好ましく、１～１０
μｍの範囲がより好ましい。
　保護膜中に紫外線吸収剤を含有させることにより、バックライト光源からの光によるポ
リカーボネート樹脂製光拡散板の樹脂の劣化を効率的に抑制し、輝度の低下および色調の
変化を防止する効果がある。バックライト光源からの光によるポリカーボネート樹脂製光
拡散板の樹脂の劣化は、バックライト光源側の光拡散板の表面から進行するため、表面に
紫外線吸収剤の密度を高くすることが重要である。
　保護膜中の紫外線吸収剤の量Ｗ（ｇ）は、以下の式で表される。
Ｗ（ｇ）＝ｔ（ｍ）×Ａ（ｍ２）×ｒ（ｇ／ｃｍ３）×１０６×ｕ（ｗｔ％）×１０－２

　　　　　　Ｗ：保護膜中の紫外線吸収剤の量（ｇ）
　　　　　　ｔ：保護膜の厚み（ｍ）
　　　　　　Ａ：保護膜の面積（ｍ２）
　　　　　　ｒ：保護膜の樹脂の比重（ｇ／ｃｍ３）
　　　　　　ｕ：保護膜中の紫外線吸収剤の濃度（ｗｔ％）
　よって、保護膜中の紫外線吸収剤の単位面積当りの含有量Ｗ／Ａ（ｇ／ｍ２）は、以下
の式で表される。
　Ｗ／Ａ（ｇ／ｍ２）＝ｔ×ｒ×ｕ×１０４

【００８４】
　本発明では、Ｗ／Ａが、好ましくは０．０１～２０ｇ／ｍ２、より好ましくは０．１～
１０ｇ／ｍ２、さらに好ましくは０．２～５ｇ／ｍ２、特に好ましくは０．３～２ｇ／ｍ
２の範囲が好ましい。従って、本発明においては、保護膜を厚くすると、保護膜中の紫外
線吸収剤の濃度（ｕ）を小さくし、保護膜の厚さをうすくすると、保護膜中の紫外線吸収
剤の濃度（ｕ）を大きくすることが好ましい。
　また、保護膜の厚み（ｔ：単位ｍ）と、光拡散板の厚み（Ｔ：単位ｍ）との比（ｔ／Ｔ
）は、好ましくは１／１００００～１／１０の範囲であり、より好ましくは１／８０００
～１／１５の範囲であり、さらに好ましくは１／５０００～１／２０の範囲である。
　保護膜の厚みを上記範囲にすることにより、アクリル樹脂膜を使用した際、アクリル樹
脂の吸水やポリカーボネート樹脂との収縮率の違いに伴う反りの問題が顕在化せず好まし
い。
【００８５】
＜直下型バックライト式液晶表示装置の製造方法＞
　直下型バックライト光源は上面が開口された筐体と光源（例えば冷陰極蛍光ランプ）か
らなり、筐体内は高反射塗料を塗布するか、高反射フィルム材等を貼着させる等の処理を
行う。冷陰極蛍光ランプは、所望により任意の本数を使用することが出来る。この直下型
バックライト光源の開口部に光拡散板を配置させ、その上に光線調整フィルムを配置させ
、直下型バックライトユニットを作成する。直下型バックライト式液晶表示装置は、上記
直下型バックライトユニットと液晶パネルを組合せて作成することが出来る。
【実施例】
【００８６】
　以下に実施例をあげて本発明を更に説明する。
　なお、実施例１～２２、比較例１～５における評価項目および方法は以下の通りである
。
【００８７】
（１）全光線透過率：一辺５０ｍｍ、厚み２ｍｍの平板状試験片を用いＪＩＳ　Ｋ－７３
６１に従い、日本電色工業（株）製のヘーズメーターＮＤＨ　２０００により測定した。
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（２）平均輝度：ＮＥＣ製１０．４型ＴＦＴカラー液晶ディスプレイモジュール（ＮＬ６
４４８ＣＣ３３－３０Ｗ）に使用された直下型バックライトユニットに一辺１５０ｍｍ、
厚み２ｍｍの試験片を組み込み、試験片の９点の輝度（ｃｄ／ｍ２）をトプコン（株）製
の輝度計ＢＭ－７で測定し、その平均値を平均輝度とした。評価装置を図１および図２に
示した。なお、実施例２０～２２および比較例５の試験片は保護膜の面が冷陰極ランプ側
になるように組み込み評価した。
（３）滞留試験後平均輝度：射出成形機内で１０分間滞留させた後成形した一辺１５０ｍ
ｍ、厚み２ｍｍの試験片について、上記（２）と同様に平均輝度を測定した。
（４）拡散度：一辺１５０ｍｍ、厚み２ｍｍの平板状試験片を日本電色工業（株）製の分
散度測定計を使用して測定した。測定方法を図３に示した。尚、拡散度とは図３において
光線を上方から垂直に試験片面に当てたときγ＝０度のときの透過光量を１００とした場
合、その透過光量が５０になるときのγの角度をいう。
（５）色相ＹＩ値：一辺５０ｍｍ、厚み２ｍｍの試験片を用いカラーマシン〔日本電色工
業（株）製Ｚ－１００１ＤＰ〕によりＣ光源透過法にて測定した。
（６）耐候性：促進試験として、ＳＵＧＡ　ＴＥＳＴ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴＳ社製の強
エネルギーキセノンウェザーメーターを使用して、放射照度９０Ｗ／ｍ２、試験機内温度
６０℃にて２５０時間照射後の初期値に対するΔＹＩ値を測定した。
【００８８】
　（Ｉ）射出成形
　＜実施例１～１１、比較例１～２＞
　ビスフェノールＡとホスゲンから得た粘度平均分子量１８，０００のポリカーボネート
樹脂パウダー（屈折率１．５９）に、下記に示した高分子微粒子、熱安定剤、紫外線吸収
剤および蛍光増白剤を表１および表２に示す割合で混合したパウダーをベント式二軸押出
機［神戸製鋼（株）製ＫＴＸ－３０］により表１および表２に示すシリンダー温度で脱気
しながら溶融混錬し、押出し、ストランドカットしてペレットを得た。得られたペレット
をファナック（株）製１５０ｔ射出成形機を用いて射出成形し各種平板状試験片（角板）
を得た。この試験片を用いて各種評価を行い、その結果を表１および表２に示した。
【００８９】
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【表１】

【００９０】
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【表２】

【００９１】
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【表３】

【００９２】
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【００９３】
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【００９４】
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【表６】

【００９５】
　（ＩＩ）押出成形
　＜実施例１２～１９、比較例３～４＞
　ビスフェノールＡとホスゲンから得た粘度平均分子量２３，９００のポリカーボネート
樹脂パウダー（屈折率１．５９）に、下記に示した高分子微粒子、熱安定剤、紫外線吸収
剤および蛍光増白剤を表３および表４に示す割合で混合したパウダーを、ベント付きＴダ
イ押出機により、押出機温度２５０～３００℃、ダイス温度２６０～３００℃でベント部
の真空度を２６．６ｋＰａに保持して、厚さ２ｍｍ、幅１，０００ｍｍのポリカーボネー
ト樹脂製シート（光拡散板）を溶融押出した。得られた厚み２ｍｍのシートを一辺５０ｍ
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ｍと一辺１５０ｍｍの大きさに切り出し各種平板状試験片（角板）を得た。この試験片を
用いて各種評価を行い、その結果を表３および表４に示した。
【００９６】
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【表７】

【００９７】
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【００９８】
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【０１００】
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【表１１】

【０１０１】
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【表１２】

【０１０２】
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　なお、表１～表４に示す各成分は以下のとおりである。
【０１０３】
　Ｂ成分；高分子微粒子
（１）架橋シリコーン樹脂〔東芝シリコーン（株）製トスパール１２０、重量平均粒径２
μｍ、屈折率１．４４〕
（２）不融性アクリル系重合体微粒子〔ローム・アンド・ハーズ・カンパニー製パラロイ
ドＥＸＬ－５１３６、重量分布平均粒径７μｍ、屈折率１．４６〕
（３）架橋アクリル粒子〔積水化成工業（株）製　ＭＢＸ－３Ｓ　重量平均粒径３μｍ、
屈折率１．４９〕
【０１０４】
　Ｃ－１成分；ホスフェート化合物（熱安定剤）
（１）トリメチルホスフェート（大八化学工業（株）製ＴＭＰ）
【０１０５】
　Ｃ－２成分；ホスファイト化合物（熱安定剤）
（１）ジステアリルペンタエリスリトールジホスファイト（旭電化工業（株）製アデカス
タブ　ＰＥＰ－８）
（２）トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト（日本チバガイギ
ー（株）製イルガフォス１６８）
（３）トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト（Ｃ－２－ｃ成分
）
【０１０６】
　Ｃ－３成分；ホスホナイト化合物（熱安定剤）
（１）以下のＣ－３－ａ成分、Ｃ－３－ｂ成分および上記Ｃ－２－ｃ成分の７１：１５：
１４（重量比）の混合物（サンド社製サンドスタブＰ－ＥＰＱ）
Ｃ－３－ａ成分：テトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－４，４’－ビフェニ
レンジホスホナイト、テトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－４，３’－ビフ
ェニレンジホスホナイトおよびテトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－３，３
’－ビフェニレンジホスホナイトの１００：５０：１０（重量比）混合物、
Ｃ－３－ｂ成分：ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フェニル－フェ
ニルホスホナイトおよびビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３－フェニル
－フェニルホスホナイトの５：３（重量比）混合物、
【０１０７】
　その他の熱安定剤（ヒンダードフェノール系熱安定剤）
（１）ペンタエリスリトールテトラキス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）プロピオネート］（チバスペシャリティーケミカル（株）製　イルガ
ノックス１０１０）
【０１０８】
　Ｄ成分；紫外線吸収剤
（１）ベンゾオキサジン系紫外線吸収剤；２，２’－ｍ－フェニレンビス（３，１－ベン
ゾオキサジン－４－オン）（竹本油脂（株）製　ＣＥｉ－Ｐ）
（２）ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤；２－（２’－ヒドロキシ－５’－ｔｅｒｔ－
オクチルフェニル）ベンゾトリアゾール（ケミプロ化成（株）製　ケミソーブ７９）
【０１０９】
　Ｅ成分；蛍光増白剤
（１）クマリン系蛍光増白剤（ハッコールケミカル（株）製　ハッコールＰＳＲ）
（２）ベンゾオキサゾール系蛍光増白剤（日本化薬（株）製　カヤライトＯＳ）
【０１１０】
　その他の成分
　ブルーイング剤（バイエル社製「マクロレックスバイオレットＢ」）
【０１１１】
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　＜実施例２０＞
　ビスフェノールＡとホスゲンから得た粘度平均分子量２３，９００のポリカーボネート
樹脂パウダー（屈折率１．５９）に、高分子微粒子、熱安定剤、紫外線吸収剤および蛍光
増白剤を表４に示す割合で混合したパウダーを、ベント付きＴダイ押出機により、押出機
温度２５０～３００℃、ダイス温度２６０～３００℃でベント部の真空度を２６．６ｋＰ
ａに保持して、厚さ２ｍｍ、幅１，０００ｍｍのポリカーボネート樹脂製シート（光拡散
板）を溶融押出した。得られたシートの一面に下記組成で調整したアクリル樹脂塗料Ａ（
塗料の固形分濃度１４重量％）をフローコート法で塗布し、２５分間室温に放置した後、
１２０℃の熱風循環乾燥機中で４０分間加熱乾燥して、紫外線吸収剤を含むアクリル硬化
層（厚さ４μｍ）を被覆した透明被覆ポリカーボネート樹脂製光拡散板を得た。なお、得
られた透明被覆ポリカーボネート樹脂製光拡散板は、保護膜の単位面積（１ｍ２）当りの
紫外線吸収剤の量が０．６７ｇ/ｍ２であり、｛保護膜の厚み（ｍｍ）／光拡散板の厚み
（ｍｍ）｝は１／５００であった。得られた光拡散板を一辺５０ｍｍと一辺１５０ｍｍの
大きさに切り出し各種平板状試験片（角板）を得た。この試験片を用いて各種評価を行い
、その結果を表４に示した。
　アクリル樹脂塗料Ａの組成
（イ）硬化樹脂；ポリメチルメタアクリレート１１．５重量部
（ロ）紫外線吸収剤；２－（２’－ヒドロキシ－５’－ｔｅｒｔ－オクチルフェニル）ベ
ンゾトリアゾール２．５重量部
（ハ）溶剤；イソブチルアルコール２８重量部
（ニ）溶剤；エチレングリコールモノエチルエーテル２８重量部
（ホ）溶剤；４－ヒドロキシー４－メチル－２－ペンタノン３０重量部
【０１１２】
　＜実施例２１、比較例５＞
　ビスフェノールＡとホスゲンから得た粘度平均分子量２３，９００のポリカーボネート
樹脂パウダー（屈折率１．５９）に、高分子微粒子、熱安定剤、紫外線吸収剤および蛍光
増白剤を表４に示す割合で混合したパウダーを、ベント付きＴダイ押出機により、押出機
温度２５０～３００℃、ダイス温度２６０～３００℃でベント部の真空度を２６．６ｋＰ
ａに保持して、厚さ２ｍｍ、幅１，０００ｍｍのポリカーボネート樹脂製シート（光拡散
板）を溶融押出した。ポリカーボネート樹脂製シートを溶融押出する際、そのシートの表
面温度が１４０℃を保持している間に直径３００ｍｍの２対のロールで挟持して０．０５
ＭＰａで加圧し、該シートの一方の面（表面）に厚さ５０μｍ、幅１，０００ｍｍのポリ
メタアクリル酸エステル系のフィルムＢ［三菱レイヨン（株）製アクリプレンＨＢＳ００
６；紫外線吸収剤はベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、量はアクリル系樹脂１００重量
部に対して約１重量部］を挿入して熱圧着した。なお、得られた保護膜付きの光拡散板は
、保護膜の単位面積（１ｍ２）当りの紫外線吸収剤の量が０．４７ｇ／ｍ２であり、｛保
護膜の厚み（ｍｍ）／光拡散板の厚み（ｍｍ）｝は１／４０であった。得られた光拡散板
を一辺５０ｍｍと一辺１５０ｍｍの大きさに切り出し各種平板状試験片（角板）を得た。
この試験片を用いて各種評価を行い、その結果を表４に示した。
【０１１３】
　＜実施例２２＞
　ビスフェノールＡとホスゲンから得た粘度平均分子量２３，９００のポリカーボネート
樹脂パウダー（屈折率１．５９）に、高分子微粒子、熱安定剤、紫外線吸収剤および蛍光
増白剤を表４に示す割合で混合したパウダーを、スクリュー径１２０ｍｍの押出機に供給
して２５０～３００℃でベント部の真空度を２６．６ｋＰａに保持して溶融し、一方スク
リュー径５０ｍｍの補助押出機にビスフェノールＡとホスゲンから得た粘度平均分子量２
４，３００のポリカーボネート樹脂１００重量部と紫外線吸収剤として２－（４，６－ジ
フェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－（ヘキシル）オキシ－フェノール
（チバガイギー社製：商品名；チヌビン１５７７ＦＦ）３重量部を添加混合して押出造粒
した紫外線吸収剤含有ポリカーボネート樹脂組成物を供給して、押出機温度２５０～３０
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の厚さ５０μｍ、ポリカーボネート樹脂シートの厚さ２ｍｍに制御して幅１，０００ｍｍ
の積層体（保護膜付きの光拡散板）を共押出した。なお、得られた保護膜付きの光拡散板
は、保護膜の単位面積（１ｍ２）当りの紫外線吸収剤の量が１．８ｇ／ｍ２であり、｛保
護膜の厚み（ｍｍ）／光拡散板の厚み（ｍｍ）｝は１／４０であった。得られた光拡散板
を一辺５０ｍｍと一辺１５０ｍｍの大きさに切り出し各種平板状試験片（角板）を得た。
この試験片を用いて各種評価を行い、その結果を表４に示した。
【０１１４】
＜直下型バックライト式液晶表示装置の実施例＞
　＜実施例２３および比較例６＞
　実施例２１および比較例５で得られた試験片を、ＣＨＩ　ＭＥＩ製１５型カラー液晶デ
ィスプレイモジュール（Ａ１５０Ｘ１）の拡散板として保護膜の面が冷陰極ランプ側にな
るように組み込み、かかる液晶ディスプレイを目視で観察した。実施例２１で得られた試
験片を組み込んだ液晶ディスプレイの輝度は３６０ｃｄ／ｍ２となり、一方、比較例５で
得られた試験片を組み込んだ液晶ディスプレイの輝度は３３０ｃｄ／ｍ２となった。実施
例２１で得られた試験片を組み込んだ液晶ディスプレイより比較例５で得られた試験片を
組み込んだ液晶ディスプレイの方が画面は暗くなった。
【産業上の利用可能性】
【０１１５】
　本発明の直下型バックライト式液晶表示装置は、液晶テレビ、１５～３９インチの大型
液晶ディスプレー等に好適に使用することができる。
【図面の簡単な説明】
【０１１６】
【図１】本発明の光拡散板における平均輝度の評価装置の断面簡略図である。
【図２】本発明の光拡散板における平均輝度の評価装置の平面簡略図である。
【図３】本発明における分散度の測定方法を示す概略図である。
【符号の説明】
【０１１７】
１．試験片
２．白色反射樹脂板
３～１０．光源（冷陰極管）
１１～１９．測定点
Ａ．試験片（平板状）
Ｂ．光源
γ．拡散光角度
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